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10月（神無月） OCTOBER

10日・体育の日

追徴課税など税務署の処分に不服があると
きに、国税不服審判所に処分の取消しや変更
を求め審査請求するのが「不服申し立て」。
これに対し裁判所に判断を求めるのが「訴
訟」。平成16年度は不服申し立てのうち14.6％
で何らかの形で納税者の主張が通り、訴訟の
うち11.9％で納税者が勝訴しています。

国　税／9月分源泉所得税の納付 10月11日

国　税／特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

10月17日

国　税／8月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 10月31日

国　税／2月決算法人の中間申告 10月31日

国　税／11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

（年間3回の場合） 10月31日

地方税／個人の道府県民税及び市町村民税の第3期分

納付 市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（7月～9月分）10月31日

労災の年金受給者の定期報告

（7月～12月生まれ） 10月31日

不服申し立てと訴訟
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Ⅰ
税
務
調
査
の
種
類

税
務
調
査
は
大
体
、
図
表
１
の
よ
う

に
区
別
さ
れ
ま
す
。

①
　
強
制
調
査

計
画
的
で
悪
質
な
脱
税
犯
に
つ
い
て
、

任
意
の
調
査
で
は
適
正
な
課
税
が
実
現

で
き
な
い
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
、
裁

判
所
の
許
可
状
を
得
て
行
わ
れ
る
調
査

で
す
。
国
税
犯
則
取
締
法
に
よ
る
強
制

力
を
持
っ
て
お
り
、
通
常
「
査
察
」（
マ

ル
サ
）
と
呼
ば
れ
、
国
税
局
が
担
当
し
、

通
告
処
分
ま
た
は
告
発
を
最
終
目
的
と

し
、
臨
検
、
捜
査
、
差
押
え
等
の
権
限

が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

②
　
任
意
調
査

①
に
対
す
る
言
葉
で
、
一
般
の
税
務

調
査
を
い
い
ま
す
。
脱
税
犯
に
対
す
る

調
査
と
異
な
り
、
適
正
・
公
平
な
課
税

の
た
め
に
行
わ
れ
る
も
の
で
す
か
ら
、

質
問
検
査
権
と
し
て
認
め
ら
れ
る
範
囲

に
お
い
て
納
税
者
の
同
意
を
得
て
行
わ

れ
る
も
の
で
す
。
た
だ
し
、
正
当
な
理

由
な
く
調
査
拒
否
な
ど
を
行
う
と
罰
則

が
適
用
さ
れ
ま
す
の
で
、「
間
接
強
制
を

伴
う
任
意
調
査
」
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

③
　
準
備
調
査

実
地
調
査
（
臨
場
調
査
）
着
手
前
の

準
備
的
な
調
査
で
納
税
者
か
ら
提
出
さ

れ
た
確
定
申
告
書
や
蓄
積
し
た
資
料
情

報
な
ど
を
も
と
に
行
い
ま
す
。
納
税
者

の
過
去
の
税
歴
（
申
告
漏
れ
や
滞
納
が

な
か
っ
た
か
）、
経
営
者
の
デ
ー
タ
、
申

告
書
に
お
け
る
特
異
な
科
目
や
金
額
、

比
率
等
の
計
数
な
ど
が
、
分
析
、
検
討

さ
れ
、
ど
こ
に
調
査
の
ポ
イ
ン
ト
を
置

く
か
絞
り
込
ま
れ
ま
す
。

④
　
実
地
調
査

納
税
者
の
事
務
所
や
店
舗
な
ど
に
出

向
い
て
行
う
調
査
で
、
一
般
の
税
務
調

査
は
通
常
こ
の
実
地
調
査
を
指
し
て
い

ま
す
。
こ
の
中
に
、
次
の
「
現
況
調
査
」、

「
反
面
調
査
」
等
が
含
ま
れ
ま
す
。

⑤
　
現
況
調
査

納
税
者
に
対
す
る
事
前
通
知
が
無
く

行
わ
れ
る
税
務
調
査
で
、
納
税
者
の
ナ

マ
の
姿
を
見
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

ま
す
。

⑥
　
反
面
調
査

納
税
者
自
身
の
調
査
だ
け
で
は
不
審

点
が
解
明
で
き
な
い
場
合
、
あ
る
い
は

納
税
者
が
調
査
に
素
直
に
応
じ
な
い
場

合
な
ど
に
認
め
ら
れ
て
い
る
取
引
先
や

銀
行
な
ど
へ
の
補
完
的
調
査
を
い
い
ま

す
。Ⅱ

最
近
の
税
務
調
査
の
ポ
イ
ン
ト

主
要
な
勘
定
科
目
の
税
務
調
査
の
ポ

イ
ン
ト
を
示
す
と
図
表
２
の
よ
う
に
な

り
ま
す
が
、
最
近
の
傾
向
と
し
て
次
の

点
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

①

組
織
図
の
呈
示
を
求
め
ら
れ
、
担

当
者
に
直
接
確
認
す
る
こ
と
が
多
く

な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
責
任
担
当
を

明
確
に
し
、
証
拠
資
料
を
整
備
し
て

お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

②

消
費
税
、
特
に
原
則
課
税
に
つ
い

て
は
、
収
入
側
の
課
税
、
非
課
税
、

不
課
税
の
区
別
、
支
出
側
の
課
税
仕

入
れ
に
誤
り
が
な
い
か
ど
う
か
の
確

認
が
重
要
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

10月号 2

秋
は
税
務
調
査
の
最
も
多
い
シ
ー
ズ
ン
で
す
。 

そ
こ
で
、税
務
調
査
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。 

税
務
調
査
の
ポ
イ
ン
ト 

秋
は
税
務
調
査
の
シ
ー
ズ
ン 

事前調査 

現況調査 

一般調査 

反面調査 

特別調査 

特殊調査 

準備調査 
（机上調査） 

 

実地調査 
（臨場調査） 

任意調査 

 

 

強制調査（査察） 

税務調査 

図表１　税務調査の種類



③

経
営
者
の
特
殊
関
係
使
用
人
に
つ

い
て
は
、
役
員
で
な
く
て
も
そ
の
給

与
が
他
の
使
用
人
と
比
べ
て
不
相
当

に
高
額
で
な
い
か
の
チ
ェ
ッ
ク
も
行

わ
れ
ま
す
。

Ⅲ
調
査
へ
の
対
応

①
　
調
査
日
は
変
更
で
き
る

任
意
調
査
は
、
あ
く
ま
で
も
行
政
レ

ベ
ル
の
も
の
で
す
か
ら
、
調
査
に
当
た

っ
て
は
で
き
る
限
り
納
税
者
の
事
情
が

考
慮
さ
れ
る
の
が
当
然
で
す
。

し
た
が
っ
て
、
ど
う
し
て
も
当
日
調

査
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
な
い
正
当
な

理
由
（
冠
婚
葬
祭
、
重
要
な
商
談
等
）

が
あ
れ
ば
、
延
期
の
申
出
を
す
る
と
よ

い
で
し
ょ
う
。

②
　
調
査
理
由
を
聞
く

税
務
調
査
は
、
申
告
の
適
正
性
を
確

認
す
る
た
め
の
も
の
で
す
か
ら
、
通
常
、

調
査
理
由
を
教
え
て
も
ら
え
ま
す
。

調
査
理
由
（
売
上
減
少
、
外
注
費
急

増
等
）
を
確
認
し
、
税
務
署
の
抱
い
て

い
る
疑
問
点
に
誠
意
を
も
っ
て
答
え
る

こ
と
が
調
査
を
早
く
終
わ
ら
せ
る
コ
ツ

と
い
え
ま
す
。

③
　
金
庫
等
の
調
査

任
意
調
査
の
場
合
、
納
税
者
の
同
意

な
く
机
や
金
庫
の
中
を
調
べ
る
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
や
ま
し
い
点

が
な
け
れ
ば
、
拒
否
せ
ず
見
せ
た
方
が

信
頼
関
係
が
生
ま
れ
、
調
査
が
ス
ム
ー

ズ
に
進
む
こ
と
に
な
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

④
　
昼
食
の
対
応

意
外
と
気
に
な
る
点
で
す
が
、
税
務

署
員
の
場
合
、
納
税
者
か
ら
接
待
を
受

け
る
と
収
賄
罪
に
問
わ
れ
る
お
そ
れ
が

あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
出
前
を
勝
手
に
頼
ん
で
強

要
し
た
り
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
し

た
い
も
の
で
す
。
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図表２●勘定科目別税務調査のポイント（抜粋） 

現　　金  

預 　 　 金  

たな卸資産 

売 　 　 上  

仕 　 　 入  

外注加工費 

役 員 給 与  

交 際 費 等  

保 険 料  

福利厚生費 

租 税 公 課  

消 耗 品 費  

貸 倒 損 失  

○現金保有高と金銭出納帳の残高との突合 
○一括の現金売上はその証拠資料の保管状況をチェックされる 

○金種票　○責任者の確認印　○個人と会社の区別 
○仮払金の精算方式を確立　○レシート等の保存整理 

○領収書等の保存 
○当座勘定調整表の作成 

○売掛金残高照合表 
○領収書に一連番号をつける 

○移動が著しい場合、内容の確認 

○出面帳の整備 

○議事録の整備 
○計算根拠の保存 

○領収書に目的、人数等を書いておく 
○交際費等取扱規程 

○契約書の整理と確認 

○損金にならない項目のチェック 
○計算明細書の保存 

○根拠資料の保存 

○たな卸表の保存 

○銀行残高証明書の添付と突合 
○借入金が担保と不釣合の場合、その理由（簿外資産の有無等）がチェックされる 

○締後分の計上　○請求書との突合 
○売上高の計上時期が適切か　○取引相手との金額照合 

○仕入高の月別比較、前年同月比較 
○仕入割戻しの検討　○商品受払簿のチェック 

○領収書の真実性のチェック 
○請求書、出面帳等のチェック 

○議事録のチェック 
○役員退職金の相当額のチェック 

○飲食関係の領収書で高額なものは相手先と内容がチェックされる 
○他の科目に含まれていないか 

○積立金となるものがないか 

○原始記録のチェック　 

○現物給与となるものがないか 

○罰科金の処理 
○消費税の処理は適切か 

○10万円以上のものが含まれていないか 

○基本通達の条件に合致しているか 

勘定科目 税務調査のポイント 日頃の対応 
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第
二
創
業
の
議
論
が
な
さ
れ
る
と
き
に

は
、
ど
う
し
て
も
新
市
場
を
開
拓
し
た
と

か
、
画
期
的
な
新
製
品
を
生
み
出
し
た
な

ど
の
成
功
事
例
が
紹
介
さ
れ
ま
す
。

し
か
し
、
そ
れ
ら
は
取
り
組
み
の
結
果

論
と
し
て
説
明
さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
ま
せ

ん
。成

功
事
例
に
共
通
し
て
い
る
の
は
、
強

い
危
機
感
を
持
ち
つ
つ
も
、
今
で
き
る
こ

と
は
何
か
を
素
朴
に
探
り
、
そ
れ
を
丹
念

に
改
善
し
て
い
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

「
小
さ
な
こ
と
か
ら
こ
つ
こ
つ
」
と
い
う

こ
と
で
す
。
そ
う
し
た
過
程
で
、
自
ら
も

気
が
つ
か
な
か
っ
た
事
業
領
域
や
技
術
、

サ
ー
ビ
ス
が
浮
か
ん
で
き
ま
す
。

一
例
を
あ
げ
ま
し
ょ
う
。

神
戸
の
入
れ
歯
製
作
会
社
は
、
第
二
創

業
の
コ
ン
セ
プ
ト
（
概
念
）
と
し
て
「
健

康
は
歯
か
ら
」
を
掲
げ
、
そ
れ
を
実
現
で

き
る
場
を
探
し
ま
し
た
。

そ
こ
で
見
つ
け
た
の
が
、
お
年
寄
り
の

歯
の
管
理
、
特
に
要
介
護
者
の
歯
の
管
理

に
特
化
し
た
巡
回
車
を
出
す
サ
ー
ビ
ス
で

し
た
。
要
介
護
者
の
「
不
安
・
不
満
・
不

快
」
を
取
り
除
く
「
不
取
り
ビ
ジ
ネ
ス
」

を
展
開
し
業
績
を
伸
ば
し
て
い
ま
す
。

先日、私の父親が亡くなったので
すが、その父親が他人の借金の連帯
保証人になっていることが判明しま

した。しかしながら、これまで父親から他人
の保証人になったという話しは聞いたことが
ありません。裁判で保証契約の効力を争えな
いでしょうか。

父親が保証人になっているという
ことは、証拠として、れっきとした
契約書があると思います。

問題は、その契約書が父親の意思に基づい
て作成されているかどうかです。
父親の自署による署名や実印が押印されて

いた場合には、父親の意思のもとに作成され
たものと推定できますので、裁判での法的効
力を否定することは難しくなります。
さらに、契約書の署名・押印について考え

てみましょう。

契約書には、①署名が自署で実印が押印さ
れている、②署名は自署だが、三文判が押さ
れている、③署名は他人のものだが、実印が
押されている、④署名は他人のもので、三文
判の押印である、この４通りが考えられます。
①と②は、本人の意思に基づき作成された契
約書と考えられます。
逆に、④で署名欄に名前のある者自身がそ

のような契約をした認識がなければ、その契
約書は本人の意思に基づき作成されたもので
はない、と判断されるでしょう。
争点になりそうなのは、③の場合です。今

では少なくなってきましたが、銀行が融資を
する際、担当者が連帯保証人に直接意思確認
をすることなく、契約書に連帯保証人の実印
が押印してあることだけをもって貸付けをし
ていたこともありました。
その場合、裁判所では、実印が押印されて

いれば、その契約書は、少なくとも実印の持
ち主本人の了解のもとで作成されたもの、と
推定をしてしまうのです。

最
近
、
信
用
補
完
制
度
の
見
直
し
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
一
つ
は
、
中

小
企
業
に
も
信
用
保
証
料
率
の
格
差
を

導
入
し
よ
う
と
い
う
も
の
で
す
。

現
在
で
の
基
本
保
証
料
率
「
有
担
保

保
証
一
・
二
五
％
、
無
担
保
保
証
一
・

三
五
％
」
の
範
囲
内
で
各
信
用
保
証
協

会
が
定
め
て
い
ま
す
。

さ
て
、
保
証
料
率
の
計
算
式
は

事
故
率
×
（
１
―

回
収
率
）

例
え
ば
、
事
故
率
は
10
％
、
回
収
率

は
90
％
と
し
ま
し
ょ
う
。
す
る
と

10
％
×
（
１
―

90
％
）
＝
１
％

従
っ
て
、
保
証
料
率
は
一
％
に
な
り

ま
す
。
保
証
料
率
の
定
め
方
は
理
論
的

に
は
説
明
の
と
お
り
で
す
が
、
関
係
者

の
話
し
に
よ
り
ま
す
と
、
定
め
方
は
複

雑
で
、（
政
治
的
、
経
済
的
要
因
が
入

る
）
必
ず
し
も
説
明
で
き
る
も
の
で
は

な
い
そ
う
で
す
。

な
お
、
関
係
者
の
話
で
は
、
回
収
率

の
悪
化
が
著
し
い
の
が
各
信
用
保
証
協

会
の
悩
み
と
な
っ
て
い
る
そ
う
で
す
。

第
二
創
業

信
用
保
証
料

連帯保証契約




